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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第98期
第２四半期
連結累計期間

第99期
第２四半期
連結累計期間

第98期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 44,963 48,821 100,520

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △1,229 242 2,364

当期純利益又は四半期純損失
(△)

(百万円) △988 △395 400

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △1,075 △231 655

純資産額 (百万円) 33,112 34,201 34,651

総資産額 (百万円) 58,910 63,600 64,831

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり四半期純損失金額
(△)

(円) △41.27 △16.50 16.72

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― 16.62

自己資本比率 (％) 55.8 53.4 53.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,514 3,948 6,796

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,542 △390 △4,393

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,870 △2,331 △2,353

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 1,938 3,412 2,137

　

回次
第98期
第２四半期
連結会計期間

第99期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日

自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 14.30 21.70

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2. 売上高には消費税等は含まれておりません。

3. 第98期第２四半期連結累計期間および第99期第２四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため、記載して

おりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む主な事業内容の変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社の子会社であるFujitsu Frontech North America, Inc.は、平成25年９月23日開催の同社取締役会

において、Fujitsu America, Inc.に対し、同社のセルフチェックアウトソフトウェア事業を譲渡するこ

とを決議し、平成25年９月30日付で「Asset Purchase Agreement」を締結しております。

詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記

載のとおりであります。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループを取り巻く経営環境は、国内外において、徐々に景

気の回復基調は強まっているものの、海外における財政問題等の下振れリスクも存在し、先行きは不透

明な状況で推移いたしました。

このような状況のもと、金融ビジネスにつきましては、海外向けメカコンポーネントおよび営業店端

末が好調に推移し、流通ビジネスにおきましては、国内外でPOSが伸長いたしました。産業・公共ビジ

ネスにつきましては、表示システムが伸長する一方で、トータリゼータ端末が減少し、ほぼ横ばいで推

移いたしました。サービスビジネスにつきましては、金融サービスビジネスを中心に堅調に推移いたし

ました。以上の結果、連結売上高は48,821百万円（前年同期比8.6％増、3,858百万円の増）となりまし

た。

損益につきましては、金融ビジネス、流通ビジネスを中心とした売上高の増加に加え、全社を挙げて

取り組んでいる費用の効率化の推進等により、連結営業利益は378百万円（前年同期は902百万円の損

失、前年同期比1,281百万円の改善）、連結経常利益は242百万円（同　1,229百万円の損失、1,472百万

円の改善）と大きく益転いたしました。

なお、連結純損益につきましては、昨年度から経営体質の強化を目的に取り組んでいる事業構造改革

の一環として、北米子会社の事業構造改善費用や国内における人材リソースの最適化に伴う特別退職加

算金等を特別損失として計上した結果、395百万円の損失（同　988百万円の損失、593百万円の改善）

となりました。今後も市況に左右されない経営基盤創りに取組み、さらなる利益体質の強化を図ってま

いります。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

［金融ビジネス］

金融ビジネスにつきましては、国内においては、営業店端末が引き続き好調に推移いたしました。

海外においては、中国ATM市場向けを中心に、海外向けメカコンポーネントが増加いたしました。ま

た、セキュリティ需要の高まりを背景に、手のひら静脈認証装置が国内外の金融、公共機関を中心に

EDINET提出書類

富士通フロンテック株式会社(E01969)

四半期報告書

 4/26



採用が広がるなど、堅調に推移しております。以上の結果、連結売上高は17,762百万円（前年同期比

11.0％増、1,761百万円の増）を計上いたしました。

損益につきましては、営業店端末および海外向けメカコンポーネントを中心とした売上高の増加に

伴う荒利益の増加に加え、コストダウン等、原価率の改善に努めたことなどにより、連結営業利益

610百万円を計上し、前年同期比では776百万円の増加となりました。

　

［流通ビジネス］

流通ビジネスにつきましては、国内向けPOS、北米を中心とした海外向けPOS・セルフチェックアウ

ト、国内外向けRFIDが前年に比べ好調に推移したことなどにより、連結売上高は11,079百万円（前年

同期比16.2％増、1,544百万円の増）を計上いたしました。

損益につきましては、海外向け流通ビジネスの売上高の増加に伴い荒利益が増加いたしました。さ

らに、前年度から継続的に取り組んでいる設計の効率化やコストダウンを推進したことに加え、国内

外において費用構造の見直しを含め、事業構造の改善を強力に推し進めた結果、前年同期比では677

百万円改善し、連結営業損失846百万円となりました。なお、第２四半期の単独決算においては、上

記施策の効果により益転いたしました。

　

［産業・公共ビジネス］

産業・公共ビジネスにつきましては、第２四半期において、中古車市場向けせりシステムを中心に

表示ビジネスが増加いたしました。しかしながら、トータリゼータ端末の更改需要が端境期に差し掛

かっていることによる減少もあり、連結売上高は11,194百万円（前年同期比0.2％減、23百万円の

減）とほぼ横ばいで推移いたしました。

損益につきましては、売上高の減少に伴う荒利益の減少に加え、トータリゼータ関連の新システム

の開発関連費用が増加したことなどにより、連結営業利益は206百万円と前年同期比では108百万円の

減少となりました。

　

［サービスビジネス］

サービスビジネスにつきましては、店舗向けATMサービスにおいて稼働台数が増加したことに加

え、ATMアウトソーシングビジネスも堅調に推移するなど、金融サービスビジネスが堅調に推移した

ことを主因に、連結売上高は8,785百万円（前年同期比7.0％増、574百万円の増）となりました。

損益につきましては、継続的に費用の効率化に取り組んでいるものの、価格競争の激化による荒利

益の減少により、連結営業利益は407百万円と前年同期並みで推移いたしました。

　

なお、セグメントの状況につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　セグメン

ト情報」もご参照ください。

　

(2) 財政状態の分析

資産については、第３四半期以降の売上に対応した仕込増により、たな卸資産が増加したものの、前

年度末に集中した売上に係る受取手形及び売掛金を回収したことにより、1,231百万円減少し、63,600

百万円となりました。

負債については、短期借入金の返済を行ったことなどにより、781百万円減少し、29,398百万円とな

りました。
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純資産については、主として連結四半期純損失の影響により450百万円減少し、34,201百万円となり

ました。自己資本比率は、有利子負債を圧縮したことにより53.4%と0.3ポイント増加となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における、各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、3,948百万円のプラスとなり

ました。これは第3四半期以降の所要の増加に対応した仕込増により、たな卸資産は増加したもの

の、売上債権の回収による収入が増加したことが主要因であります。前年同期比では566百万円の収

入減となりました。

　

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

投資活動によるキャッシュ・フローは、390百万円のマイナスとなりました。固定資産の取得によ

る支出が主要因であります。前年同期比では2,152百万円の支出減となりました。

　

その結果、営業活動及び投資活動によるキャッシュ・フローを合わせたフリーキャッシュ・フロー

は3,558百万円のプラスとなり、前年同期比では1,586百万円の収入増となりました。

　

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,331百万円のマイナスとなりました。これは、短期借入

金の返済が主要因であります。前年同期比では461百万円の支出増となりました。

　

これらの結果、現金及び現金同等物の期末残高は3,412百万円と、前年度末からは1,275百万円増加

となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における、当社グループの研究開発活動の金額は1,274百万円でありま

す。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 43,600,000

計 43,600,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成25年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成25年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,015,162 24,015,162
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株で
あります。

計 24,015,162 24,015,162 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成25年７月29日

新株予約権の数(個) 350

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 35,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) １

新株予約権の行使期間
自　平成25年８月14日
至　平成55年８月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　559
資本組入額　　280

新株予約権の行使の条件 (注)１

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役
会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

(注) 1. 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

(a) 新株予約権者は、当社の取締役及び経営執行役のいずれの地位をも喪失した日の翌日以降10日間に限り、

新株予約権を行使することができる。

(b) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人による

新株予約権の行使の条件は、下記(c)の契約に定めるところによる。

(c) その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。
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(注) 2. 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は次のとおりであります。

当社が合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転(以

上を総称して以下「組織再編行為」という。)をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において

残存する新株予約権の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホま

でに掲げる株式会社(以下「再編対象会社」という。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付するこ

ととする。この場合において、新株予約権は消滅するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約ま

たは株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(a) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と

同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(b) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

(c) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、目的である株式数につき合理的な調整がなされた数とする。ただ

し、調整により生じる1株未満の端数は切り捨てる。

(d) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、調

整した再編後の行使価額に新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

(e) 新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」欄に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の

効力発生日のうちいずれか遅い日から、同欄に定める新株予約権を行使することができる期間の満了日ま

でとする。

(f) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

(g) 新株予約権の行使の条件

残存する新株予約権に定められた事項に準じて決定する。

(h) 再編対象会社による新株予約権の取得事由

残存する新株予約権に定められた事項に準じて決定する。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年７月１日～
平成25年９月30日　

― 24,015,162 ― 8,457 ― 8,222
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

富士通株式会社
神奈川県川崎市中原区上小田中
４丁目１番１号

12,775 53.2

ゴールドマンサックス
インターナショナル
(常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2 BB, UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー)

1,606 6.7

クレディ・スイス・
セキュリティーズ (ヨーロッパ)
リミテッド ピービー オムニバ
ス　クライアント　アカウント
(常任代理人 クレディ・スイス
証券株式会社)

ONE CABOT SQUARE LONDON E14 4 QJ
(東京都港区六本木１丁目６番１号
泉ガーデンタワー)

688 2.9

ドイチェ バンク アーゲー
ロンドン ピービー ノントリ
ティー クライアンツ 613
(常任代理人 ドイツ証券
株式会社)

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM
MAIN, FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号
山王パークタワー)

339 1.4

富士通フロンテック従業員持株会 東京都稲城市矢野口1776番地 327 1.4

HSBC PRIVATE BANK (SUISSE) SA
HONG KONG BRANCH - CLIENT
ACCOUNT
(常任代理人 香港上海銀行
東京支店)

C/O HSBC INVESTMENT BANK ASIA LIMITED
LEVEL 14, 1 QUEEN'S ROAD CENTRAL
HONG KONG
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号)

300 1.2

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区内幸町１丁目３番３号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーZ棟)

279 1.2

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 212 0.9

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 197 0.8

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE
PORTFOLIO
(常任代理人 シティバンク
銀行株式会社)

388 GREENWICH STREET, NY, NY 10013, USA
(東京都品川区東品川２丁目３番14号)

192 0.8

計 ― 16,919 70.5

(注)1． 上記の「所有株式数」のうち、投資信託などの信託を受けている株式数が次のとおり含まれております。

　　　日本トラスティ・サービス信託銀行㈱　　212千株

　　2．　タワー投資顧問株式会社から、平成24年６月１日付で提出された大量保有報告書により、平成24年５月31日

現在で1,204,000株保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在

（平成25年９月30日現在）における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めており

ません。なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　　大量保有者　　　　　　　タワー投資顧問株式会社

　　　住所　　　　　　　　　　東京都港区芝大門１丁目２番18号野依ビル２階

　　　保有株式数　　　　　　　1,204,000株

　　　発行済株式に対する割合　　　 5.01％

　　3．　マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピーから、平成25年９月３日付で提出された大量保有報告書

（変更報告書）により、平成25年８月30日付で保有株式数が559,401株減少した旨の報告を受けております

が、当社として当第２四半期会計期間末現在（平成25年９月30日現在）における所有株式数の確認ができま

せんので、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次

のとおりであります。

　　　大量保有者　　　　　　　マラソン・アセット・マネジメント・エルエルピー

　　　住所　　　　　　　　　　英国WC2H 9EAロンドン、アッパー・セントマーティンズ・レーン

5、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　オリオンハウス

　　　保有株式数　　　　　　　1,111,461株

　　　発行済株式に対する割合　　　 4.63％
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

98,500
―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

23,882,800
238,828

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

単元未満株式
普通株式

33,862
―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

発行済株式総数 24,015,162 ― ―

総株主の議決権 ― 238,828 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

富士通フロンテック㈱
東京都稲城市矢野口
1776番地

98,500 ― 98,500 0.4

計 ― 98,500 ― 98,500 0.4

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式はありません。

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日(平成25年６月25日：当社定時株主総会開催日)後、当第２四半期累

計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

1. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

2. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成25年７月１

日から平成25年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金
※1 2,020 ※1 3,324

預け金 128 99

受取手形及び売掛金 26,681 20,793

リース投資資産 133 73

製品 3,557 4,840

仕掛品 6,470 7,106

原材料及び貯蔵品 2,212 3,534

繰延税金資産 1,219 1,578

未収入金 475 2,160

その他 853 908

貸倒引当金 △42 △5

流動資産合計 43,710 44,415

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,890 2,759

機械装置及び運搬具（純額） 477 315

工具、器具及び備品（純額） 5,809 6,039

土地 2,049 2,045

建設仮勘定 1,222 1,032

有形固定資産合計 12,449 12,191

無形固定資産

のれん 2,366 960

ソフトウエア 3,412 3,086

その他 34 229

無形固定資産合計 5,813 4,275

投資その他の資産

投資有価証券 453 457

繰延税金資産 1,223 1,010

デリバティブ債権 687 804

その他 527 480

貸倒引当金 △35 △34

投資その他の資産合計 2,857 2,718

固定資産合計 21,120 19,185

資産合計 64,831 63,600
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,352 16,382

短期借入金 3,749 2,248

リース債務 1,049 1,073

未払金 2,852 2,613

未払費用 2,505 2,291

未払法人税等 829 322

預り金 123 153

役員賞与引当金 47 30

その他 238 712

流動負債合計 26,748 25,827

固定負債

リース債務 2,225 2,431

長期未払金 72 －

退職給付引当金 936 952

役員退職慰労引当金 38 25

資産除去債務 159 162

固定負債合計 3,431 3,571

負債合計 30,180 29,398

純資産の部

株主資本

資本金 8,457 8,457

資本剰余金 8,226 8,223

利益剰余金 17,986 17,399

自己株式 △39 △60

株主資本合計 34,630 34,019

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △39 △37

繰延ヘッジ損益 85 160

為替換算調整勘定 △251 △150

退職給付に係る調整累計額 － △23

その他の包括利益累計額合計 △205 △51

新株予約権 80 82

少数株主持分 145 150

純資産合計 34,651 34,201

負債純資産合計 64,831 63,600
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

売上高 44,963 48,821

売上原価 37,699 40,629

売上総利益 7,264 8,192

販売費及び一般管理費
※1 8,166 ※1 7,814

営業利益又は営業損失（△） △902 378

営業外収益

受取利息 12 11

受取配当金 2 2

為替差益 － 94

雑収入 26 50

営業外収益合計 41 158

営業外費用

支払利息 47 58

為替差損 189 －

固定資産廃棄損 79 10

固定資産売却損 － 121

出向者人件費負担額 38 21

雑支出 13 83

営業外費用合計 368 294

経常利益又は経常損失（△） △1,229 242

特別損失

ゴルフ会員権評価損 11 －

事業構造改善費用 －
※2 218

特別退職加算金等 －
※3 280

減損損失 －
※4 54

特別損失合計 11 552

税金等調整前四半期純損失（△） △1,241 △310

法人税、住民税及び事業税 246 264

法人税等調整額 △508 △188

法人税等合計 △261 75

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △979 △386

少数株主利益 8 9

四半期純損失（△） △988 △395
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △979 △386

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5 2

繰延ヘッジ損益 △19 74

為替換算調整勘定 △70 100

退職給付に係る調整額 － △23

その他の包括利益合計 △95 154

四半期包括利益 △1,075 △231

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,083 △240

少数株主に係る四半期包括利益 8 9
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,241 △310

減価償却費 2,069 1,764

のれん償却額 235 205

減損損失 － 54

退職給付引当金の増減額（△は減少） 24 17

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △12

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 △16

不採算損失引当金の増減額（△は減少） △1 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 △36

株式報酬費用 16 19

受取利息及び受取配当金 △14 △14

支払利息 47 58

為替差損益（△は益） 28 △21

固定資産売却益 △0 △1

固定資産売却損 － 121

固定資産廃棄損 81 61

ゴルフ会員権評価損 11 －

特別退職加算金等 － 280

売上債権の増減額（△は増加） 7,305 6,110

たな卸資産の増減額（△は増加） 964 △3,188

未払費用の増減額（△は減少） △26 △173

仕入債務の増減額（△は減少） △4,481 913

その他 △2 △921

小計 5,000 4,910

利息及び配当金の受取額 14 14

利息の支払額 △47 △58

法人税等の支払額 △452 △917

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,514 3,948

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 102 －

有形固定資産の取得による支出 △1,947 △856

有形固定資産の売却による収入 624 689

無形固定資産の取得による支出 △1,316 △624

無形固定資産の売却による収入 － 389

貸付けによる支出 △8 △17

貸付金の回収による収入 8 20

その他投資活動による支出 △7 △2

その他投資活動による収入 1 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,542 △390
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(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,221 △1,597

自己株式の処分による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △0 △42

配当金の支払額 △191 △191

リース債務の返済による支出 △457 △496

少数株主への配当金の支払額 △0 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,870 △2,331

現金及び現金同等物に係る換算差額 △57 49

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 43 1,275

現金及び現金同等物の期首残高 1,894 2,137

現金及び現金同等物の四半期末残高
※ 1,938 ※ 3,412
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

　

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．担保資産

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

定期預金 11百万円 12百万円

　

 ２．当座貸越契約

当社においては、運転資金の効率的な調達を行なうため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しており

ます。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

当座貸越極度額 9,200百万円 9,200百万円

借入実行残高 ―百万円 ―百万円

差引額 9,200百万円 9,200百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

従業員給与手当 2,460百万円 2,043百万円

役員賞与引当金繰入額 27百万円 29百万円

退職給付費用 165百万円 142百万円

　

※２．事業構造改善費用の内訳

　事業構造改善費用は、在外連結子会社 Fujitsu Frontech North America, Inc. において発生したも

のであります。なお、内訳は以下のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

特別退職金等 ―百万円 37百万円

棚卸資産評価損等 ―百万円 103百万円

その他資産処分損 ―百万円 77百万円

計 ―百万円 218百万円

　

※３．特別退職加算金等の内訳

　特別退職加算金等は、当社及び一部の連結子会社にて転進支援プログラムを実施したことにより発生

したものであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

特別退職加算金 ―百万円 260百万円

転進支援サービス費用 ―百万円 19百万円

計 ―百万円 280百万円

　

※４．減損損失

在外連結子会社 Fujitsu Frontech North America, Inc. におけるセルフチェックアウトソフトウェ

ア事業の譲渡に伴い、同社に関する連結のれん未償却残高のうち、回収不能額を計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次

のとおりであります。

　

　 　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

　　
当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

　

現金及び預金勘定 　 1,853百万円　　 3,324百万円　

預け金勘定 　 94百万円　　 99百万円　

預入期間が３か月を超える定期預金 　 △9百万円　　 △12百万円　

現金及び現金同等物 　 1,938百万円　　 3,412百万円　

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月22日
取締役会

普通株式 191 8 平成24年３月31日 平成24年６月５日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月30日
取締役会

普通株式 191 8 平成24年９月30日 平成24年11月28日 利益剰余金

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月21日
取締役会

普通株式 191 8 平成25年３月31日 平成25年６月４日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月30日
取締役会

普通株式 191 8 平成25年９月30日 平成25年11月27日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年９月30日)

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計

金融ビジネス 流通ビジネス
産業・公共
ビジネス

サービス
ビジネス

売上高 　 　 　 　 　

 外部顧客への売上高 16,000 9,535 11,217 8,210 44,963

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― ― ― ― ―

計 16,000 9,535 11,217 8,210 44,963

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は営業損失)

△165 △1,524 315 471 △902

　

2. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

1. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

合計

金融ビジネス 流通ビジネス
産業・公共
ビジネス

サ―ビス
ビジネス

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 17,762 11,079 11,194 8,785 48,821

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 17,762 11,079 11,194 8,785 48,821

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は営業損失)

610 △846 206 407 378

　

2. 報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項)

該当事項はありません。

　

3. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

流通ビジネスにおいて、 在外連結子会社 Fujitsu Frontech North America, Inc.のセルフチェック

アウトソフトウェア事業の譲渡に伴い、同社に関する連結のれん未償却残高1,200百万円を減額してお

ります。
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なお、減額の内訳については、「第４　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（四半期連結損

益計算書関係）」及び「第４　経理の状況　１　連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記

載のとおりであります。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。
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　　(企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成25年７月１日　　至　平成25年９月30日）

（事業分離）

１．事業分離の概要

①　分離先企業の名称

　　Fujitsu America, Inc.

②　分離した事業の内容

当社の在外連結子会社であるFujitsu Frontech North America, Incにおけるセルフチェック

アウトソフトウェア事業（ノウハウ及び知的財産権等）

　③　事業分離を行った主な理由

富士通グループと連携した欧米流通ビジネスフォーメーション改革の一環で富士通北米子会

社 Fujitsu America, Inc.ソリューションビジネスとのシナジーを見込み、セルフチェック

アウトソフトウェア事業について譲渡を行いました。

　④　事業分離日

平成25年９月30日　

　⑤　法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡　

２．実施した会計処理の概要

①　移転損益の金額

移転損益は発生しておりません。

②　移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

該当事項はありません。

③　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針（企業会計基準適用指針第10号　平成20

年12月26日）に基づき、会計処理を行いました。

会計処理にあたっては、上記の事業譲渡に関連する対価1,146百万円に対して、当該事業に

配分されるべき連結のれんを同額減額しております。

３．分離した事業が含まれていた報告セグメントの名称

流通セグメント

４．当第２四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に計上されている分離した事業に係

る損益の概算額

売上高　　379百万円

営業利益　 49百万円
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △41円27銭 △16円50銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純損失金額(△)(百万円) △988 △395

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △988 △395

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,949 23,954

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

金額であるため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

平成25年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり支払うことを決議いたし

ました。

(1) 中間配当による配当金の総額…………………… 191百万円

(2) １株当たりの金額………………………………… ８円

(3) 支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年11月27日

(注) 平成25年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   原         勝   彦   印

指定有限責任社員
業務執行社員

　公認会計士   松   本   暁   之   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成２５年１１月１３日

富士通フロンテック株式会社

取締役会 御中

　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
富士通フロンテック株式会社の平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の第２四
半期連結会計期間(平成２５年７月１日から平成２５年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成
２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対
照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記
について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務
諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公
正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士通フロンテック株式会社及び連結子会
社の平成２５年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め
られなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) 1. 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

2. 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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